
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２７０１

挑戦的萌芽研究

2014～2013

生態リスク分野におけるレギュラトリ科学の創生

Development of regulatory science in ecological risks

７０１９０４７８研究者番号：

松田　裕之（Matsuda, Hiroyuki）

横浜国立大学・環境情報研究科（研究院）・教授

研究期間：

２５５５０１０２

平成 年 月 日現在２７ １２ １７

円     3,200,000

研究成果の概要（和文）：環境行政の政策提言に果たす科学者の役割を、辺野古米軍基地環境影響評価（防衛省）、知
床世界遺産科学委員会（環境省）、国際事業としてUNESCO MAB計画（以下MAB）などの事例を通じて、科学者のあるべ
き姿を整理した。科学者の意見が委員個人に左右されずに学界共通のものであり、結論を先に下さずに論点を整理する
こと、多様な関係者の論点を整理し、関係者の合意を促す見解を述べることなどがあげられる。

研究成果の概要（英文）：The role of the scientists who advise environment administration is investigated 
about cases of Henoko U.S. military base environmental impact assessment, Shiretoko World Heritage 
Scientific Committee, Future Earth and UNESCO MAB program. Without being influenced by a committee member 
individual, scientist's opinion should represent the academic commonness, and without passing a 
conclusion first, it's mentioned to the stakeholders who have various standpoints at issue and describe 
the view to which the stakeholder’s agreement is suggested.

研究分野：生態・環境

キーワード： 環境と社会活動　レギュラトリ科学

  ６版
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１．研究開始当初の背景 
環境分野には、実証されていないリスクに対
処すべき課題が多い。今日では、原発由来の
放射線の健康リスクがその典型例である。そ
して、放射線リスクについては、レギュラト
リ科学（規制科学）の重要性が認識されつつ
ある（生態リスクと比較する意味で、放射線
リスクも扱う）。 
レギュラトリ科学とは、通常の実証科学に対
して、社会に応えるべき知見が未実証である
ような場合に、どう対処すべきかの「約束事」
を定めるための科学である。放射線における
線量限度は、科学的根拠のみに基づくという
より、何らかの歯止めとしての実行可能な基
準を定める作業であった。 
水産資源管理、野生動物管理、さらには絶滅
危惧生物の判定など、生態系保全に関する事
例でも、規制科学マターであるものは少なく
ない。しかし、それらは別個に、個々の専門
家と行政等の当事者の経験によってルール
が作られている。そして、生態保全の各分野
を通じた統合的な方法論がない。そして、水
産資源管理や有害鳥獣対策などの生物を減
らす側の取り組みと、絶滅危惧種保護のよう
な生物を守る側の取り組みが対立し、統合的
な政策が提案できない状態が続いている。 
 
２．研究の目的 
生態リスク分野（具体的には漁業管理、野生
動物管理、外来生物法、環境影響評価、絶滅
危惧種判定、遺伝子組換え作物安全指針な
ど）における、環境行政の政策提言に関する
レギュラトリ科学の理念方法論の体系化を
図る。日本と欧米、途上国におけるその実態
調査、これらの各分野における理念方法論の
相違を分析し、統合を図る。特に、政策提言
の際に果たす科学者の役割は一致していな
い。また、水産生物の絶滅危惧種判定など、
複合的な分野の相克が問題になっている例
がある。さらに、Future Earth という生物多
様性と気候変動に関する国際的に科学的助
言機関に見られるように、科学者の政策提言
のあり方が国際的、分野横断的な相克が見ら
れ、深刻な対立が噴出している例がある。国
内における政策提言指針の統合を図るとと
もに、こうした「国際紛争」への一つの解法
を示す。 
 
３．研究の方法 
課題選定 辺野古米軍基地環境影響評価など
上述の諸事例に加除すべき事例の調査選定
（代表者分担者協力者会合を兼ねる）。 
事例研究 各事例の委員会規約、会議資料、
ウェブサイトなどの収集。報道記事の収集、
委員等への聞き取り調査とレギュラトリ科
学の文脈から見た審議内容の分析、関係者を
集めた非公開ワークショップの開催、メタ分
析 上記で扱う事例間の比較研究。また、薬
学や医学など先行するレギュラトリ科学と
の比較検討、上記分野の諸外国の事例との国

際比較を行う 
社会的成果発信 上記事例には現在進行形の
課題があるため、必要に応じ学術論文の成果
より前に、社会に提言すべきものはパブリッ
クコメントに対する「意見書」などの形で意
見を述べる。 
 
４．研究成果 
 (1)生態リスク分野における、環境行政の政
策提言に関するレギュラトリ科学の理念方
法論の体系化を図る。 
①漁業管理 
 この分野における科学者の役割はかなり
明確で、資源評価、生物学的許容漁獲量
（ABC）算定、資源回復計画策定、漁獲可能
量（TAC）決定など、役割も明確である。 
 国連海洋法条約に基づく TAC 決定に際し
ては、TAC対象 7魚種だけでなく、数十種の
水産資源を評価し、ABCを算定し、回復計画
を立てている。このプロセスは手法も公表さ
れ、外部評価も行われている。ただし ABC
とそれに社会経済的視点を考慮した TAC の
間の乖離が指摘され、日本の TACだけでは持
続可能性の担保として不十分だとして、国際
認証（MSC）の更新時に問題となっている（松
田 2012）。 
 マグロ類などの国際交渉においては、統計
学生態学的な技術論争ではあるものの、用い
る前提が必ずしも実証されたものではない
ために、前提を変えると異なる結論が出る。
そのため、政府代表の研究者が政府間の利害
対立を代弁する事例がみられる。そのほかに
各国が推挙した外部有識者（ISC）による評
価も行われるが、国際管理機関が必ずしも有
効に機能していない（Ault et al. 2013）。この
傾向は国際捕鯨委員会でも見られる。 
  
Ault JS, Matsuda H, Zhang C-I (2012) 
International Scientific Committee for Tuna and 
Tuna-like Species in the North Pacific Ocean: 
Peer Review of Function. International Scientific 
Committee for Tuna and Tuna-like Species in the 
North Pacific Ocean :1-27 
松田裕之(2012) 海の保全生態学. 東京大学出
版会. 
 
②野生動物管理 
 野生動物管理においても鳥獣保護法に基
づく特定計画とその実施計画の策定に哺乳
類学者などの科学者が助言する制度が定着
している。哺乳類学会は全国各地の事例を集
約する部会を設けて情報共有を図っている。 
 2015年5月から施行された鳥獣保護管理法
では、新たに捕獲専門家制度が設けられ、従
来の猟友会だけでない鳥獣捕獲の担い手が
管理計画を遂行する。各地で大学の教員など
有識者検討会に貢献していた研究者が捕獲
専門事業を起業する例が現れている。彼らは
主に行政から鳥獣管理事業を受託し、生息数
などを科学的に分析しつつ、自ら銃を持って



捕獲業務も行う。行政の施策を第 3者として
評価、助言する立場から施策の担い手となる
ことを選択した点で注目される。 
 絶滅危惧種でかつ漁業被害をもたらす害
獣であるゼニガタアザラシについては、環境
省がいったん試験捕獲を約束したが、環境大
臣がそれを覆し、そのために絶滅危惧種リス
トの見直しを前倒しで検討する事態に至っ
た。これは大臣の裁量の範囲と言えるが、い
ったん約束したことを反故にしたことで、漁
業者と環境省の信頼関係が懸念された。 
 同じく漁業被害をもたらすトドについて
は、日本に来遊する個体群は順調に回復して
いることから国内では絶滅危惧種から外れ、
捕獲数を大幅に増やす個体数管理へと方策
を変更した。その際に水産庁が開催した公開
討論会には環境団体も招いて合意形成した。
海外では依然として絶滅危惧種であること
から、査読論文での今後の管理計画の吟味と
国際ワークショップ開催が企画されている。
けれども、それらに先行して政策が転換され
たことにも注意すべきである。 
 
③環境影響評価 
 環境影響評価にはレギュラトリ科学にと
って典型的な問題がある。すなわち、科学者
が自分の専門性だけでなく、個人的な価値観
に基づいて意見を述べる事例がある。辺野古
米軍基地の環境影響評価では、有識者検討会
の設置要綱に「技術的な助言をする」と書か
れているにもかかわらず、「事業自体の是非
に言及しない」ことが問題点として報道され
ている。 
 環境影響評価手続きは実行可能な範囲で
環境負荷を減らすための手続きであり、事業
自身の適性を審査するものではない。しかし、
環境影響評価に係る生態学者には、上記の辺
野古問題も含めて、そのことが理解されてい
ないとみられる事例が少なくない。自治体の
環境影響審議会が公開で行われ、自然保護団
体などが傍聴に来ている。主催者側は通常、
委員の自由な発言を確保することを非公開
の理由としている。 
 2011 年福島第一原子力発電所の事故以来、
日本の電源構成における再生可能エネルギ
ーへの期待が増している。けれども、風力発
電事業は環境影響評価の対象であり、2012年
度にはほとんど新規建設が止まっていた。そ
の中で、風力発電（風発）と地熱発電に関し
て環境影響評価の迅速化が検討され始め、手
続きを進めると同時にデータが整った後の
段階での予測を見据えて、データが少ない段
階でどのように予測・評価を行うかを順応的
管理の手法を用いることが検討されている。
日本の環境影響評価の生物影響については、
リスク管理の視点がほとんど見られなかっ
たが、風発に猛禽や渡り鳥などが衝突する懸
念に対してはリスク評価マニュアルが環境 
省により提供されている。また、情報が少な
い段階で環境影響評価手続きを進め、事業実

施後も情報を補完して衝突リスクを適正に
管理するために、順応的管理の手法の導入を
NEDOが研究助成事業として募集した。 
 
④絶滅危惧種判定手続き 
 2010 年生物多様性条約締約国会議
（COP10）の後、日本の環境省レッドリスト
の対象を海洋水産資源まで拡大することに
なった。2013年度にその判定手法に関する有
識者検討会が組織されたが、マグロや大型鯨
類などの国際資源は対象外とされ、TAC対象
魚種や小型鯨類などは水産庁が判定するこ
とになった。水産資源を水産業所轄官庁が所
掌することになり、国際的な批判を招くこと
が懸念された。水産庁は水研センターに評価
を委託し、水研は外部有識者を招いて判定作
業を進めている。日本の環境団体も独自のレ
ッドリストを策定する動きを見せているた
めに、批判を招くような判定は行いにくい状
態が生じていると考えられ、今後が注目され
る。 
 
⑤遺伝子組換え作物安全指針 
 遺伝子組換え（GM）作物は、予防原則が
手厚く適用される分野の一つであり、米国な
どと比較して、日本における産業化が大きく
遅れている分野である。 
 
⑥気候変動枠組み条約での対応 
 生物多様性条約（CBD）と比べて、気候変
動枠組み条約（UNFCCC）では各国が果たす
べき義務が定量的に明確になっている。CBD
の愛知目標（2010 年合意）と UNFCCC の京
都議定書（1997年合意）を比較すれば、後者
では各国の温室効果ガス削減目標が数値で
定められたのに対し、定性的な努力目標に限
られた。 
 特に、政策提言の際に果たす科学者の役割
は一致していない。また、水産生物の絶滅危
惧種判定など、複合的な分野の相克が問題に
なっている例がある。 
 H27年度からは、環境省環境省環境研究総
合推進費 戦略研究プロジェクト S-14「気候
変動の緩和策と適応策の統合的戦略研究」に
生態系保全チームリーダーとして参画する
ことになった。 
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